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２０４０年に向けての医療・介護の挑戦

ー医師会、医療・介護を

実践する視点からー

2019年1月10日

公益社団法人 日本医師会
常任理事 江澤 和彦

医療介護福祉政策研究フォーラム「2019年新春座談会」
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○75歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、急速に
増加してきたが、2025年までの10年間も、急速に増加。

〇2030年頃から75歳以上人口は急速には伸びなくなるが、
一方、85歳以上人口はその後の10年程度は増加が続く。

75～84歳

85歳～

20～39歳

65歳～（第１号被保険者）

（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成29年４月推計）出生中位（死亡中位）推計
実績は、総務省統計局「国勢調査」（国籍・年齢不詳人口を按分補正した人口）

（万人） （万人）

40～64歳（第2号被保険者）

○保険料負担者である40歳以上人口は、介護保険創設の
2000年以降、増加してきたが、2021年をピークに減少す
る。
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75歳以上人口の2015年から2025年までの伸びでは、全国計で1.32倍であるが、市町村間の差は大
きく、1.5倍を超える市町村が11.3％ある一方、減少する市町村が16.9％ある

75歳以上人口について、平成27（2015）年を100としたときの平成37（2025）年の指数

70以上～100未満
280

（16.9%）

100以上～110未満
311

（18.7%）

110以上～120未満
300

（18.1%）

120以上～130未満
266

（16.0%）

138
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指数

市町村数

（割合）

150以上～160未満
102
（6.1%）

170以上～
22
（1.3%）

160以上～170未満
63

（3.8%）

130以上～
140未満

178
(10.7%)

140以上～
150未満

138
(8.3%)

◆全国計（132.4）

注）市町村数には福島県内の市町村は含まれていない。

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)」より作成
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日本医師会の基本方針

⚫基本方針
１． かかりつけ医を中心としたまちづくり
２． 人材育成の視点にたった人づくり
３． 医療政策をリードし続ける組織づくり

⚫目指すべき方向性
１． プロフェッショナルオートノミーに基づく医師の

働き方改革
→医師の健康管理と地域医療のバランスと財源確保
２． かかりつけ医機能の拡充による地域医療の強化
→かかりつけ医機能研修制度と看取り・人生会議
３． 経済・財政・社会保障を一体的に考えた国づくり

の推進
→経済動向にふさわしい医科本体財源の伸びの確保
→物品費の抑制と新たな財源の確保
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社会保障への国民不安
◇国債発行残高

〇平成元年：161兆円→平成30年度末見込み：883兆円

〇財政審：「受益の拡大と負担の軽減・先送りを求める圧力に

抗えなかった時代」→第二次世界大戦末期の水準

◇７５歳以上の人口伸び率（対前年比）

〇2019年：2.9％ 2020年：1.1％ 2021年：0.5％

〇2022年：4.1％ 2023年：4.2％ 2024年：3.9％

→社会保障費自然増9000億円↑

◇社会保障に関する意識調査：対象20歳以上（厚生労働省）

〇年金への不安：8割超

〇医療・介護負担増への不安：5割超

◇家計金融資産残高1859兆円＞一般政府金融負債残高1284兆円

（2018年9月）←GDPの6割を占める家計消費・消費税10％は一里塚
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（推計パターンについて）2006年推計は「改革実施前」と「改革後」の2種類の推計のうち、「改革後」の推計値を掲載。

2011年推計は「現状投影シナリオ」と「改革シナリオ」の2種類の推計のうち、「改革シナリオ」の推計値を掲載。

2018年推計は「現状投影」と「計画ベース」の2種類の推計のうち、「計画ベース」（賃金・物価上昇率の平均＋0.7％）の推計値を掲載。
＜医療費＞

※2016年度までは厚生労働省「国民医療費」、2017年度は「平成29年度医療費の動向」から推計（概算医療費が国民医療費の約98％であることをもとに推計）。

※2018年推計は給付費が公表されているため、2016年度の国民医療費に占める給付費の割合が88.5％であることを利用して推計（介護費も同じ）。

※2006年推計、2011年推計、2018年推計で公表されていない年度については、公表値から年平均伸び率を計算して推計。

*厚生労働省「第1回医療費の将来見通しに関する検討会」資料（2006年12月27日）、内閣官房「医療・介護に係る長期推計」（2011年6月2日、2012年3月に改定）、

内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（2018年5月21日）より作成

＜介護費＞

※2011年推計は内閣官房「医療・介護に係る長期推計」（2011年6月2日）による。公表されていない年度については、公表値から年平均伸び率を計算して推計。

※2018年推計は内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（2018年5月21日）による。給付費のみの公表のため、2016年度の介護給付費が介護費の92.38％であることから推計。

*実績値は厚生労働省「介護保険事業状況報告」による。高額介護（介護予防）サービス費、高額医療合算介護（介護予防）サービス費、特定入所者介護（介護予防）サービス費を含む。

過去の国民医療費と介護費の推計値と実績

医療費

介護費
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（推計パターンについて）2006年推計は「改革実施前」と「改革後」の2種類の推計のうち、「改革後」の推計値を掲載。

2011年推計は「現状投影シナリオ」と「改革シナリオ」の2種類の推計のうち、「改革シナリオ」の推計値を掲載。

2018年推計は「現状投影」と「計画ベース」の2種類の推計のうち、「計画ベース」（賃金・物価上昇率の平均＋0.7％）の推計値を掲載。
＜GDP＞

※名目GDP。2017年度までは内閣府「国民経済計算年報」（2011年基準）、2018年度以降は内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（2018年7月9日）の成長実現ケースによる。

＜医療費＞

※2016年度までは厚生労働省「国民医療費」、2017年度は「平成29年度医療費の動向」から推計（概算医療費が国民医療費の約98％であることをもとに推計）。

※2018年推計は給付費が公表されているため、2016年度の国民医療費に占める給付費の割合が88.5％であることを利用して推計（介護費も同じ）。

※2006年推計、2011年推計、2018年推計で公表されていない年度については、公表値から年平均伸び率を計算して推計。

*厚生労働省「第1回医療費の将来見通しに関する検討会」資料（2006年12月27日）、内閣官房「医療・介護に係る長期推計」（2011年6月2日、2012年3月に改定）、

内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（2018年5月21日）より作成

＜介護費＞

※2011年推計は内閣官房「医療・介護に係る長期推計」（2011年6月2日）による。公表されていない年度については、公表値から年平均伸び率を計算して推計。

※2018年推計は内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（2018年5月21日）による。給付費のみの公表のため、2016年度の介護給付費が介護費の92.38％であることから推計。

*実績値は厚生労働省「介護保険事業状況報告」による。高額介護（介護予防）サービス費、高額医療合算介護（介護予防）サービス費、特定入所者介護（介護予防）サービス費を含む。

過去の国民医療費と介護費の推計値と実績（対GDP比）

医療費

介護費
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２０４０年に向けて安心感のある社会保障へ

◇２０４０年を見据えた安心感のある社会保障の充実

〇社会保障の財源基盤を支える経済（成長）と経済波及効果・雇用

誘発効果が高く経済成長を支える基盤となる社会保障（制度）は

相互補完し合う関係

〇社会保障給付費推計値（対GDP比）※経済ベースラインケース・

計画ベース

2018年度 21.5%（121.3兆円）GDP564.3兆円

2025年度 21.8%（140.6兆円）GDP645.6兆円

2040年度 24.0%（190.0兆円）GDP790.6兆円

〇「新時代」は子供・孫・将来世代の後世への負担の押しつけから

将来世代が安心出来る社会保障の構築へシフトすると共に

少子化対策の柱として「大人」の責任において取り組むべき
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財政主導ではなく、未曾有の少子高齢社会が進展し、人口が減少していく中

で国民皆保険を堅持していくため、我々医療側から、過不足ない医療提供が

できる適切な医療を提言。

持続可能な社会保障のために

社会保障費は、高齢化により、医療・介護等を中心に今後も増加が見込まれる

財政を健全化する立場から、社会保障費の抑制策が検討される

「骨太の方針」
（経済財政諮問会議）

「規制改革実施計画」
（規制改革推進会議）

「未来投資戦略」
（未来投資会議）

国の政策 日本医師会の政策判断基準

国民の安全な医療に資する
政策か

国民の不安が高まる時こそ、社会保障を充実することで、
将来の安心が社会を安定させ、経済成長に繋がっていく。

時代に即した改革 公的医療保険による国民皆
保険は堅持できる政策か
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２０４０年へ向けた医療・介護改革

◇地域の実情に応じた医療介護提供体制の効率化

〇偏在の是正から前提へ：我が国は2割の国土面積に8割の人口が集中

〇地域医療介護総合確保基金：事業区分の枠と中身は都道府県の裁量へ

〇地域医療構想：病床再編の最大のハードルは病院経営→経営支援

調整会議へ介護関係者の参加と介護需要の見える化

→『地域医療介護構想』へ

〇かかりつけ医機能のさらなる確立（ゲートキーパー機能）と入院医療の

連携と最適化→健康寿命の延伸・看取り・ACP・オンライン診療の在り方

〇全国一律在宅移行の政策転換：地域に応じた在宅医療・介護提供体制

の構築と質の評価を踏まえた集合住宅減算・大規模減算の見直し

→介護離職：2017年9.9万人→2012年10.1万人⇒経済的損失6500億円

→訪問系サービス：直接サービス時間は4割

→集住化による効率的なサービス提供と本人・家族の覚悟
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地域差
の縮小

高度急性期
１９．７万床程度

急性期

４０．１万床程度

回復期

３７．５万床程度

慢性期
２４．２～２８．５

万床程度

2025年の必要病床数（目指すべき姿）
１１５～１１９万床程度

機能分化等をしないまま高齢化を織り込んだ場合:１５２万床程度

【推計結果：２０２５年】

２９．７～３３．７
万人程度

将来、介護施設や
高齢者住宅を含めた
在宅医療等で追加的に
対応する患者数

2025年の医療機能別必要病床数の推計結果（全国ベースの積上げ）

高度急性期
１９．１万床

回復期 １１．０万床

慢性期

３５．２万床

急性期

５８．１万床

一般病床

１００．６万床

療養病床

３４．１万床

【現 状：２０１３年】

134.7万床（医療施設調査） 病床機能報告
123.4万床

[2014年７月時点]＊

ＮＤＢのレセプトデータ等を活用し、医療資源投入量
に基づき、機能区分別に分類し、推計

医療資源投入量
が少ないなど、
一般病床・療養病
床以外でも
対応可能な患者
を推計

入院受療率の地域差を縮小しつつ、慢性期医療
に必要な病床数を推計

※ 地域医療構想策定ガイドライン等に基づき、一定の仮定を置いて、
地域ごとに推計した値を積上げ

＊ 未報告・未集計病床数などがあり、現状の病床数（134.7万床）とは一致しない。
なお、今回の病床機能報告は、各医療機関が定性的な基準を参考に医療機能を選択したものであり、 今回の推計における機能区分の考え方によるものではない。

○ 今後も少子高齢化の進展が見込まれる中、限られた医療資源を効率的に活用するため、医療機関の病床を医療ニーズの内容に応じて機能分化し、どの

地域の患者も、その状態像に即した適切な医療を適切な場所で受けられることを目指すもの。

（⇒ 「病院完結型」の医療から、地域全体で治し、支える「地域完結型」の医療への転換の一環）

○ 今後、１０年程度かけて、介護施設や高齢者住宅を含めた在宅医療等の医療・介護のネットワークの構築と併行して推進。

○ 地域住民の安心を確保しながら改革を円滑に進めるため、

・ 地域医療介護総合確保基金を活用した取組等を着実に進め、回復期の充実や医療・介護のネットワークの構築を行うとともに

・ 今後の療養病床における医療提供のあり方を含め、受け皿としての医療・介護のあり方の検討を行うなど、

国・地方が一体となって取り組む。
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地域医療介護総合確保基金
（平成26年度～平成28年度）

における医療分の執行状況について
【執行状況】※括弧内は国費

○交付総額（平成26年度から平成28年度）

２,７１１億円（１,８０７億円）

○執行総額（平成26年度から平成28年度）

１,７２９億円（１,１５３億円）

【留意点】

○未執行額が生じている主な要因は、複数年度にわたって実施中の施設設
備整備事業や今後実施予定の施設設備整備事業について、後年度の負担分
を確保しているためであるが、整備の進捗に伴い、未執行額は次第に解消
される見込みである。
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地域医療介護総合確保基金
（平成27年度～平成28年度）

における介護分の執行状況について
【執行状況】※括弧内は国費

○交付総額（平成27年度から平成28年度）

１，４４８億円（９６６億円）

○執行総額（平成27年度から平成28年度）

８７６億円（５８４億円）

【留意点】

○未執行額が生じている主な要因は、複数年度にわたって実施中の施設設
備整備事業や今後実施予定の施設設備整備事業について、後年度の負担分
を確保しているためであるが、整備の進捗に伴い、未執行額は次第に解消
される見込みである。



18



19

２０４０年へ向けた医療・介護改革

◇医療介護総合戦略

〇生涯現役社会の実現：若返り・女性就業率↑＋労働生産性向上

〇後発医薬品の信頼性向上・ポリファーマシー対策

〇高血圧症・糖尿病・高脂血症・認知症

→低所得者への健康支援・費用対効果のある予防医療の推進

〇肺炎・脳血管障害・慢性心不全（不整脈）・骨折

→介護サービス利用者の医学的予防的管理

〇認知症一次・二次・三次予防とケアの質と地域への浸透

〇NDB・介護DB・VISIT・CHASE等のデータベースにおける有識者

との協働→データに基づいた政策・分析・KDB活用等のノウハウや

最新の知見・エビデンスに基づいた取り組みについて国が都道府

県・市町村を支援すると共に医師会・かかりつけ医・専門家との

連携は不可欠

〇介護事業所等への経営・労務管理支援
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介護医療院とは・・

⚫住まいと生活を医療が支える新たなモデルとして創設

⚫介護保険上の介護保険施設（生活機能）＋医療法上の

医療提供施設（長期療養）

⚫Ⅰ型：介護療養病床（療養機能強化型）相当と

Ⅱ型:老人保健施設相当（療養型）のサービス提供
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２０４０年へ向けた医療・介護改革
◇尊厳の保障を担保するケアの質の評価

〇本人の意思・趣向・生活習慣・プライバシーを尊重するケア

〇食事・入浴・排泄ケアのあり方の抜本的見直し

◇働き方改革

〇医師・自動車運転業務・建設業等以外は原則本年4月1日施行

〇残業時間上限規制・年次有給休暇付与は罰則規定

→年次有給休暇は管理職も対象・中小企業も４月1日施行

→課題：慢性的人材不足の職種・少人数の特定業務従事者・

現場従事者へのしわ寄せ・サービスの質の担保

→法人内・事業所内の多職種統合

◇医療介護人材確保

→離職理由への対応や賃金ベースアップも課題

→介護職員処遇改善は「人」の評価

→介護職員190万人月額5.7万円と医療現場介護職員23万人0円

→外国人材の受け入れにはウェルカムな姿勢と外国人の処遇
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2040年頃を展望した社会保障改革の新たな局面と課題

0

1,000

2,000

3,000

2018 2025 2040

823万人
<12.5%>

医療・福祉

～～

（万人）

5,650万人程度

1. 現役世代の人口が急減する中での社会の

活力維持向上

⇒ 高齢者をはじめとして多様な就労・社会参

加を促進し、社会全体の活力を維持してい

く基盤として、2040年までに３年以上健康

寿命を延伸することを目指す。

2. 労働力の制約が強まる中での医療・介護

サービスの確保

⇒ テクノロジーの活用等により、2040年時

点において必要とされるサービスが適切に

確保される水準の医療・介護サービスの生

産性※の向上を目指す。

《2040年までの人口構造の変化》

《新たな局面に対応した政策課題》

（資料） 就業者数について、2018年は内閣府「経済見通しと経済財政運営の基

本的態度」、2025年以降は、独立行政法人労働政策研究・研修機構「平成27年

労働力需給の推計」の性・年齢別の就業率と国立社会保障・人口問題研究所「日

本の将来推計人口 平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）を用いて機械的

に算出。医療・福祉の就業者数は、医療・介護サービスの年齢別の利用状況

（2025年）をもとに、人口構造の変化を加味して求めた将来の医療・介護サー

ビスの需要から厚生労働省において推計（暫定値）。

※ サービス産出に要するマンパワー投入量。

※ 医療分野：ICT、AI、ロボットの活用で業務代替が可能と考え
られるものが5%程度（「医師の勤務実態及び働き方の意向等に
関する調査」結果から抽出）

※ 介護分野：特別養護老人ホームでは、平均では入所者2人に対
し介護職員等が1人程度の配置となっているが、ICT等の活用に
より2.7人に対し1人程度の配置で運営を行っている施設あり。

6,350万人程度

6,580万人

901

《就業者数の推移》

（万人）

人口構造の推移を見ると、2025年以降、
「高齢者の急増」から「現役世代の急減」に局面が変化。

2025年以降の現役世代の人口の急減という
新たな局面における課題への対応が必要。

2,180

3,677 3,921

+2.7%

+142.0%

+66.8%
+6.6%

8,638

▲17.0% ▲16.6%

高齢者人口
の急増

高齢者人口
の増加が
緩やかに

生産年齢
人口の減少

が加速15歳～64歳

65歳～74歳

75歳以上

団塊の世代が
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て75歳以上に

団塊ジュニアが
全て65歳以上に

＜65歳以上人口＞

＜15歳～64歳人口＞

2,239

7,170

（万人）

5,978

6,000

930万人程度
<15%程度>
【暫定】

1,060万人程度
<19%程度>
【暫定】

（資料）総務省「国勢調査」「人口推計」（2015年まで）、国立社会保障・人口問題研究所「日本
の将来推計人口平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）（2016年以降）

2,204

国民的な議論の下、

◼ これまで進めてきた給付と負担の見直し

等による社会保障の持続可能性の確保も

図りつつ、

◼ 以下の新たな局面に対応した政策課題を

踏まえて、総合的に改革を推進。

25年間 15年間

25年間 15年間

平成30年４月12日経済財政諮問会議
加藤厚生労働大臣提出資料
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総合的な介護人材確保対策（主な取組）

これまでの主な対策

（実績）月額平均５．７万円相当の改善
月額平均１.4万円の改善（29年度～）
月額平均1.3万円の改善（27年度～）
月額平均0.6万円の改善（24年度～）
月額平均2.4万円の改善（21年度～）

○ 介護福祉士を目指す学生への修学資
金貸付

○ いったん仕事を離れた介護人材への再
就職準備金貸付（人材確保が特に困難
な地域では貸付額を倍増）

○ 介護ロボット・ＩＣＴの活用推進
○ 介護施設・事業所内の保育施設の設

置・運営の支援
○ キャリアアップのための研修受講負担

軽減や代替職員の確保支援

◎ ２０１９年１０月の消費税率の引き上げに
伴い、更なる処遇改善を実施予定

○ 学生やその保護者、進路指導担当者
等への介護の仕事の理解促進

◎ 中高年齢者等の介護未経験者に対する
入門的研修を創設し、研修受講後のマッチ
ングまでを一体的に支援

◎ 介護福祉士養成施設における人材確保
の取組を支援

◎ 介護ロボットの導入支援や生産性向上の
ガイドラインの作成など、介護ロボット・ＩＣＴ活
用推進の加速化

◎ 認証評価制度の普及に向けたガイドライ
ンの策定

◎ 介護を知るための体験型イベントの開催
（介護職の魅力などの向上）

介護職員の
処遇改善

多様な人材
の確保・育成

離職防止
定着促進

生産性向上

介護職
の魅力向上

今後、さらに講じる主な対策

外国人材の受
入れ環境整備

◎ 在留資格「介護」の創設に伴う介護福祉士国家資格の取得を目指す外国人留学生等の
支援（介護福祉士修学資金の貸付推進、日常生活面での相談支援等）
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地域包括ケアシステム構築１０か条

１． 本質は「地域づくり」「まちづくり」

２． 「住民」が主人公として取り組む総力戦

３． 課題を踏まえ住民共に築く「ご当地システム」

４． 「医療介護連携」から「異業種・異分野連携」へ

５． 「自助」「互助」は不可欠

６． 「全世代対応型」システムの構築

７． 若者や子供たちの「住み慣れた地域」の視点

８． 医療も介護も「生活の視点」の重視

９． 地域の一員として「地域づくり」へ参画

１０．地域力を左右する地域への「愛着」「想い」
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我が国の高齢社会がモデルを示すために

健全な社会保障制度の持続のために痛みを分かち合うことが

やむを得ない状況にあることを丁寧にわかりやすく説明すること

で多くの国民の理解は得られるはずである。自らの健康管理、

疾病予防、介護予防、医療機関のかかり方、介護サービスの

利用方法について、行政、関係団体等と共に、国民自らが

考えることが地域医療構想の実現と地域包括ケアシステムの

構築につながっていく。幾多の災害や苦難を冷静沈着に

忍耐強く知性をもって乗り越えてきた日本人が世界にモデルを

示す時が刻々と迫っている・・・
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好き好んで病気や障害をきたしている人

はいるはずもなく、誰もがその人にとって

の本来の普通の生活を望んでおり、その

生活の実現すなわち尊厳の保障を実行

することが我々の役割である。

尊厳の保障へ向けて
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ご清聴ありがとうございました


